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県内企業への経営に関するアンケート調査の結果について 

経営状況、パートナーシップ構築宣言、デジタル人材の採用、県の緊急対応融資、設備投資、経営課題

など、県内企業の現状を把握するため、アンケート調査を実施するとともに、その調査結果をもとに、県

内企業の経営動向について報告する。 

 

Ⅰ 調査概要 

１ 対象者数 広島県内に事業所を置く企業 1,040社 

２ 対象業種 
令和３年経済センサス活動調査により、原則として付加価値額の大きい業種を対象とし、業種

ごとに対象企業を無作為で抽出 

３ 調査方法 広島県電子申請システム、電子メール及び FAXにより回答 

４ 調査期間 令和５年８月 29日～９月 11日（調査時点 令和５年８月 31日） 

５ 有効回答 

358社（有効回答率：約 34.4％） 

 

Ⅱ まとめ 

１ 経営状況について 

業種別の売上高では、「宿泊業」（100％）や「飲食店・その他飲食サービス業」（85.7％）、

「輸送用機械」（84.2％）の 8割を超える企業が、売上高が増加と回答した一方で、

「教育・学習支援」（50.0％）や「卸売業」（46.7％）、「建設業」（46.2％）では、５

割程度の企業が、売上高が減少と回答した。 

２ パートナーシップ

構築宣言について 

前回調査と同様、パートナーシップ構築宣言について、「内容を含め知っている」

（7.0％）と回答した企業が依然として１割未満に留まる一方、「全く知らない」

（49.2％）との回答が半数近くとなった。業種別では、「輸送用機械」や「電気機械」

で宣言に対する認知度が比較的高い一方で、「宿泊業」や「飲食店・その他飲食サー

ビス業」などで認知度が低く、業種による認知度の差がみられた。 

３ デジタル人材の採

用について 

デジタル化の取組状況について、従業員規模が小さい企業ほどデジタル化の取組が

遅れている結果となった。また、業種別では「情報通信業」や「輸送用機械」、「学術

研究・専門・技術サービス業」でデジタル化の取組が比較的進んでいる結果となった。 

４ 県の緊急対応融資

について 

民間ゼロゼロ融資の今後の返済予定について、「償還計画どおりの返済に懸念あり」

（25.2％）、「わからない」（5.8％）という回答が３割程度みられたことから、引き続

き、今後の動きを注視する必要がある。 

５ 設備投資の予定に

ついて 

今後の設備投資について、「既存設備の改修・定期更新を行う予定」（53.2％）と回答

した企業が最も多く、「新規設備投資を行う予定」（27.5％）を含め大半の企業で、今

後設備投資が予定されている結果となった。 

６ 経営課題について 

経営課題について、「人手不足」（56.7％）が最も多い結果となった。人手不足への対

応として県に望むものでは、「助成」（29.0％）に関する内容が最も多い結果となり、

具体的には「人材募集にかかる費用への補助」や「県外から採用した場合の助成金」、

「外国人材登用における支援」といった声があった。 

７ 支援情報の入手先

について 

支援情報の入手先について、「県ホームページ」（38.3％）から情報を得ているとの回

答が最も多く、次いで、「新聞記事」（31.6％）という結果になった。本調査結果を参

考に、今後、県からの情報発信を有効なものにしていきたい。 
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Ⅲ 調査結果の概要 

１ 経営の状況について 

（１） １年前と比較した売上（①売上高(ｎ＝358)、②販売・受注量(ｎ＝349)、③販売・受注単価(ｎ

＝349)）の状況について（単一回答） 

○ １年前と比較した①売上高について、「増加」（45.8％）と

回答した企業が最も多くなり、次いで「減少」（31.0％）、

「不変」（23.2％）となった。 

○ 業種別に売上高をみると、「宿泊業」（100％）や「飲食店・

その他飲食サービス業」（85.7％）、「輸送用機械」

（84.2％）の８割を超える企業が、売上高が増加と回答し

た一方で、「教育・学習支援」（50.0％）や「卸売業」

（46.7％）、「建設業」（46.2％）では、５割程度の企業が、

売上高が減少と回答した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「①売上高」を「②販売・受注量」と「③販売・受注単価」に分類すると、「②販売・受注量」の

内訳は、「①売上高」の内訳と概ね一致する一方で、「③販売・受注単価」は「不変」と答えた企

業の割合が高く、価格転嫁を行えていない企業が多いと考えられる。 
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（２） １年前と比較した人件費及び諸費用（①人件費(ｎ＝358)、②仕入・原材料費(ｎ＝355)、③物流

コスト(ｎ＝354)、④光熱水費(ｎ＝357)）の変動について（単一回答） 

○ １年前と比較した費用（①

人件費、②仕入・原材料費、

③物流コスト、④光熱水費）

の変動について、大半の企

業で費用負担が増加したと

の回答があり、特に④光熱

水費については、約９割

（89.6％）の企業が増加し

たと回答した。 

 

（３） （（２）で「増加」の方へ）増加した費用（①人件費(ｎ＝254)、②仕入・原材料費(ｎ＝282)、③

物流コスト(ｎ＝243)、④光熱水費(ｎ＝316)）の価格転嫁について（複数回答） 

○ 増加した費用の価格転嫁

について、①人件費や②

仕入・原材料費、③物流コ

ストは半数程度の企業で

一定程度の価格転嫁が進

む一方で、④光熱水費に

ついては価格転嫁が進ん

でいない結果となった。 

 

 

 

 

（４） 今後３～５年先の経営方針について（ｎ＝357 複数回答） 

○ 半数以上の企業が「販路拡

大・強化」（52.7％）や

「現状維持」（51.8％）と

回答する結果となった。 
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２ パートナーシップ構築宣言について 

（１） パートナーシップ構築宣言の認識について（ｎ＝358 単一回答） 

○ 前回調査と同様、パートナーシップ構築宣言について、「内容を含め知っている」（7.0％）と回答し

た企業が依然として１割未満に留まる一方、「全く知らない」（49.2％）との回答が半数近くとなっ

た。 

○ 業種別では、「輸送用機械」や「電気機械」で宣言に対する認知度が比較的高い一方で、「宿泊業」

や「飲食店・その他飲食サービス業」などで認知度が低く、業種による認知度の差がみられた。 

 

 

（２） （「内容を含め知っている」の方へ）宣言状況について（ｎ＝25 単一回答） 

○ 「内容を含め知っている」と回答した企業（25社）に

ついて、「既に、宣言を行っている」と回答した企業が

24.0％、「今後、宣言を行う予定である」と回答した企

業が 28.0％、「今後、宣言を行う予定はない」と回答し

た企業が 48.0％となり、依然として半数近くが宣言を

予定していない状況であった。 
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（３） （「今後、宣言を行う予定はない」の方へ）宣言を行わない理由について（ｎ＝12 複数回答） 

○ 「今後、宣言を行う予定はな

い」と回答した企業（12社）

について、宣言を行わない理由

は、「メリットを感じられな

い」（50.0％）と回答した企業

が最も多い結果となった。 

○ 「その他」の回答では、「取引

先の状況を確認してから検討」

「グループ会社本体が行ってい

るため、準用することにしてい

る。」といった意見があった。 

 

３ デジタル人材の採用について 

（１） 生産性向上のために、業務内容の見直しを行うといったデジタル化の取組状況について（ｎ＝358 

単一回答） 

○ デジタル化の取組状況について、「取り組

んでいる」と回答した企業が 45.5％、「取

り組んでいない」と回答した企業が

54.5％となった。 

○ また、従業員規模が小さい企業ほどデジタ

ル化の取組が遅れている結果となった。 

○ 業種別では、「情報通信業」や「輸送用機

械」、「学術研究・専門・技術サービス業」

でデジタル化の取組が比較的進んでいる

結果となった。 
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（２） （「取り組んでいない」の方へ）今後５年以内にデジタル化を取り組む予定について（ｎ＝194 単

一回答） 

○ デジタル化を取り組んでいない企業（194社）について、

今後５年以内にデジタル化を取り組む予定について、「わ

からない」（57.2％）と回答する企業が大半となった。 

 

 

 

 

 

 

（３） （（１）で「取り組んでいる」または（２）で「予定あり」の方へ）デジタル人材の確保方法に

ついて（ｎ＝184 複数回答） 

○ デジタル化を取組中、もしくは

今後取り組む予定がある企業

（184社）について、デジタル人

材の確保方法としては、「既存社

員を研修等により育成」

（70.1％）と回答する企業が最

も多い結果となり、次いで「新

規・中途採用（正社員・派遣等

を問わず）」（40.8％）という結

果となった。 

 

（４） （（１）で「取り組んでいる」または（２）で「予定あり」の方へ）デジタル人材として求める

レベルについて（ｎ＝182 複数回答） 

○ デジタル化を取組中、もしく

は今後取り組む予定がある企

業（182社）について、デジ

タル人材として求めるレベル

としては、「既存のオフィス

ソフトを使いこなせる

（Microsoft Excel等）」

（59.9％）と回答する企業が

最も多い結果となり、デジタ

ル人材として基本的なレベル

が求められていることがわか

った。 
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４ 県の緊急対応融資について 

（１） コロナの感染拡大前（令和元年８月）と現在（令和５年８月）を比較した資金繰りについて（ｎ

＝357 単一回答） 

○ コロナの感染拡大前と比較した現在の資金繰り状況

について、「不変」（62.5％）と回答した企業が最も

多い結果となった。 

○ 業種別にみると、「飲食店・その他飲食サービス業」

や「小売業」、「運輸業・郵便業」において、資金繰

り状況が「悪化」と回答した企業が 40％を超えた一

方で、「宿泊業」は資金繰り状況が「改善」と回答し

た企業が最も多い結果となった。 

 

（２） 県の緊急対応融資の利用について（ｎ＝358 単一回答） 

○ 県の緊急対応融資について、民間ゼロゼロ融資、伴走支援型特別資金のいずれか、もしくは両方を

利用した企業は４割程度であった。 

○ 主に従業員規模が小さい企業において、県の緊急対応融資の利用率が高くなっている。 

※ 四捨五入により、合計は一致しない。 

 

 

38.8％※ 
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（３） （（２）で「民間ゼロゼロ融資、伴走支援型特別資金の両方を利用」または「民間ゼロゼロ融資

のみ利用」の方へ）民間ゼロゼロ融資の返済状況について（ｎ＝126 単一回答） 

○ 民間ゼロゼロ融資の返済状況に

ついて、「現在、返済中」（65.9％）

と回答した企業が最も多い結果

となった。 

 

 

 

 

 

（４） （（３）で「現在、返済中」または「まだ返済が始まっていない」の方へ）民間ゼロゼロ融資の今

後の返済予定について（ｎ＝103 単一回答） 

○ 民間ゼロゼロ融資の今後の返済予定につ

いて、「償還計画どおりに返済できる見込

み」（68.9％）と回答した企業が最も多い

結果となった一方で、「償還計画どおりの

返済に懸念あり」（25.2％）、「わからない」

（5.8％）という回答が３割程度みられた

ことから、引き続き、今後の動きを注視

する必要がある。 

 

 

 

（５） （（２）で「民間ゼロゼロ融資、伴走支援型特別資金の両方を利用」または「伴走支援型特別資金

のみ利用」の方へ）伴走支援型特別資金の主な使途について（ｎ＝44 複数回答） 

○ 伴走支援型特別資金の主な使途について、「既往借入融資の返済（借換）」（61.4％）が最も多く、次

いで「人件費」（47.7％）、「原材料費」（34.1％）という結果となった。 
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（６） 資金繰り等の支援に関して、今後望むことについて（ｎ＝350 複数回答可） 

○ 資金繰り等の支援に関して、今

後望むことについては「特にな

し」（43.1％）が最も多く、次い

で「利子や保証料が低率な資金

メニューの設定」（40.6％）とな

っている。 

 

 

 

○ 一方で、民間ゼロゼロ融資の返

済について「償還計画どおりの

返済に懸念あり」と回答した企

業（26社）を抽出してみると、

「金融機関による既往債務の

条件変更や借換」を望む声が最

も多く 76.9％となった。 

 

 

 

５ 今後の設備投資の予定について 

（１） 今後の設備投資について（ｎ＝357 複数

回答） 

○ 今後の設備投資について、「既存設備の改修・

定期更新を行う予定」（53.2％）と回答した

企業が最も多く、「新規設備投資を行う予定」

（27.5％）を含め大半の企業で今後設備投資

が予定されている結果となった。 

 

 

（２） （「設備投資を行わない予定」の方へ）設備投資を実施するにあたっての課題について（ｎ＝103 

複数回答） 

○ 設備投資を実施するにあたっての課

題について、「現状設備が適正」

（48.5％）が最も多い回答となった。 

○ 「その他」の意見では、「必要ない」や

「年齢的な問題」、「人材獲得と育成、

及び後継者開拓と育成に資金を注入

したい」との意見がみられた。 
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６ 経営課題について 

（１） 直面する経営課題のうち、重要と考えるものについて（ｎ＝358 複数回答） 

○ 経営課題について、「人手不足」（56.7％）が最も多い結果となり、次いで「物価上昇」（36.3％）、「販

路開拓」（34.6％）と

いう回答が続いた。 

○ 従業員数別にみる

と、従業員規模の小

さい企業では「資金

繰り」や「事業承継」

といった課題が比較

的高い結果となる一

方で、従業員規模の

大きい企業では「Ｄ

Ｘの推進」が比較的

高い結果となった。 

 

（２） （（１）で「人手不足」の方へ）人手不足への対応をどのように行っていますか（ｎ＝202 複数

回答） 

○ 人手不足への対応方法として、

「賃金、処遇など労働条件の改

善」（57.9％）が最も多い結果と

なった。 
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（３） （（１）で「人手不足」の方へ）人手不足への対応に当たっての課題はどのようなものですか（ｎ

＝195 複数回答） 

○ 人手不足への対応にあたっての課題としては、「対応策を推進できる人材がいない」（47.7％）や「賃

上げや設備導入などの資金面

に余裕がない」（40.0％）とい

った回答が多い結果となっ

た。 

○ 「その他」の意見としては、

「応募が少ない」や「若手人材

の不足」、「高齢化」といった回

答がみられた。 

 

（４） （（１）で「人手不足」の方へ）人手不足への対応として、県に今後望むことはありますか（ｎ＝

69 自由記述） 

○ 人手不足への対応として、「助成」（29.0％）に関する内容が最も多い結果となり、具体的には「人材

募集にかかる費用への補助」や「県外から採用した場合の助成金」、「外国人材登用における支援」と

いったものを県へ望む声があった。 

○ 次いで、「人材紹介」

（17.4％）では、「I、Uタ

ーンの方の情報を紹介し

て欲しい」や「採用の場の

提供」といった声が挙げら

れた。 

 

 

 

 

７ 県の支援情報について、どこから情報を得ていますか（ｎ＝358 複数回答） 

○ 支援情報の入手先について、

「県ホームページ」（38.3％）

から情報を得ているとの回答

が最も多く、次いで、「新聞記

事」（31.6％）という結果にな

った。 

○ 「その他」の意見としては、

金融機関（5.6％）や商工会議

所（2.0％）が挙げられた。 

○ 本調査結果を参考に、今後、

県からの情報発信を有効なも

のにしていきたい。 


